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 公正取引委員会に求められる役割
が増え、業務範囲が格段に広がる
中、公正取引委員会の更なる体制
強化が必要

 具体的には、次の体制強化を検討
 １官房２局体制を１官房３局体制
に移行

 地方機関である「地方事務所」を
「地方事務局」に、「支所」を
「支局」に変更

 これらを実現するため、令和９年
の通常国会に独占禁止法改正法案
を提出

【参考】現在の公正取引委員会の組織図

犯則審査部

経済取引局

取 引 部

委員長
委員（４人）

事務総長

官 房 ……総合調整、意見聴取事務、
海外当局との協力

……不公正な取引方法の指定等、取適法の運用、
フリーランス・事業者間取引適正化等法の
運用

……独占禁止法違反被疑事件の処理、
行政訴訟の事務

……犯則事件の調査

……北海道事務所
東北事務所
中部事務所
近畿中国四国事務所
中国支所
四国支所
九州事務所

（沖縄総合事務局総務部公正取引課）

事務総局

公正取引委員会

地方事務所等

審 査 局

公正取引委員会の体制強化について

……独占禁止政策の企画、経済実態
の調査、企業結合の審査、
スマホソフトウェア競争促進法の運用
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公正取引委員会の定員の推移

事務総局を設置し、
１官房２局２部体制に

・・・・・
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 独占禁止法

第三十五条 公正取引委員会の事務を処理させるため、公正取引委員会に事務総局を置く。
② 事務総局に事務総長を置く。
③ 事務総長は、事務総局の局務を統理する。
④ 事務総局に官房及び局を置く。
⑤ 内閣府設置法第十七条第二項から第八項までの規定は、前項の官房及び局の設置、所掌事
務の範囲及び内部組織について準用する。

⑥ 第四項の規定に基づき置かれる官房及び局の数は、三以内とする。
⑦ 事務総局の職員中には、検察官、任命の際現に弁護士たる者又は弁護士の資格を有する者
を加えなければならない。

⑧ 前項の検察官たる職員の掌る職務は、この法律の規定に違反する事件に関するものに限る。

独占禁止法（関係条文抜粋）

第三十五条の二 公正取引委員会の事務総局の地方機関として、所要の地に地方事務所を置く。
② 前項の地方事務所の名称、位置及び管轄区域は、政令で定める。
③ 第一項の地方事務所には、所要の地にその支所を置き、地方事務所の事務を分掌させるこ
とができる。

④ 前項の支所の名称、位置及び管轄区域は、内閣府令で定める。
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Ⅲ ８つの分野横断的課題の解決
７ 賃上げ環境整備
（２）対応の方向性
③ 講ずるべき施策パッケージ
ⅰ）「労働供給制約社会における中堅・中小企業の「稼ぐ力」強化戦略」の実行

日本成長戦略（抜粋）令和8年7月21日閣議決定

（価格転嫁・取引適正化の更なる徹底）
2026年１月から施行された取適法・振興法を着実に執行するため、公正

取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁の連携や取引Ｇメンの拡充等を通
じた執行体制強化と、現場への浸透に向けた一層の周知徹底を行い、あわ
せて、地方組織を含めた公正取引委員会の体制面の抜本的な強化を図る。
また、取適法対象外の取引への規制強化に向け、独占禁止法上の告示、知
的財産権等の適切な取引に関する指針等の周知・遵守徹底を図る。さらに、
ⅱ）に記載の「「官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラン」の
実行等」を進める。
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